
様式第１号（第６条関係） 

令和 ４ 年 ９ 月 １４ 日  

 

黒潮町長 様 

 

申請者 住所又は所在地 黒潮町佐賀 1092番地 1 

                    氏名又は法人名 くろしお商店 

法人代表者名  黒潮 太郎 

連絡先電話番号  0880-55-1234                         

 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金給付申請書（初回） 

 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金（以下「給付金」という。）の給付を受けたいので、黒潮町商工事業

者等経営支援給付金事業実施要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

  

記 

 

１ 給付金給付申請額      １５２，０００ 円 

２ 給付金申請額の算定期間   令和 ４ 年 ７ 月分 ～ 令和 ４ 年 ８ 月分 

３ 事業を実施する事業所等 

事業所の名称 くろしお商店 

代表者役職氏名 代表者 黒潮 太郎 

事業所の所在地 黒潮町佐賀1092番地1 

業種（日本産業分類） 大分類（  卸売業、小売業  ）中分類（  各種商品小売業  ） 

黒潮町内での事業開始日 平成25年4月1日 

担当者         氏名（  黒潮 太郎   ） 電話（  0880-55-1234  ） 

 

４ 振込先 

金融機関名 ○ ○ 
銀行 信用金庫 

農協 漁協 
○ ○ 

支店 支所

出張所  

口座の種類 普通 ・ 当座 口座番号 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ 

ふりがな くろしお たろう 

口座名義 黒潮 太郎 

注 口座は、申請者名義の口座に限る。 

 

記載例 

別紙内訳書の 

⑦給付申請額を記入 
給付金の額を算定した月（別紙内訳書の

給付金積算額の記入がある月）を記入 



別紙 給付金積算内訳書 

１ 事業収入額 

 

 

２ 給付金積算額 

（１） 水道光熱費 

次のアからエまでの区分に応じ、黒潮町商工事業者等経営支援給付金事業実施要綱第２条各号に掲げる業種

に係る売上額が次に定める額以上の個人事業者等 

事業者の区分 事業収入額 

ア 令和２年１月１日以前に起業した個人事業者等          令和元年又は令和２年の事業収入の額が１５０万円 

イ 令和２年１月２日から令和３年１月１日までに起業

した個人事業者等 

令和３年の事業収入の額が１２０万円 

ウ 令和３年１月２日から同年９月 1 日までに起業した

個人事業者等 

起業した月から連続する１２箇月の事業収入の額が

９０万円 

エ 令和３年９月２日から令和４年４月１日までに起業

した個人事業者等 

起業した月から令和４年８月までの事業収入の額が

月平均５万円 

事業者の区分 

ア ・ イ 令和 ２ 年 事業収入額 （A） ２，５００，０００ 円 

ウ ・ エ 
令和  年  月から 

年  月まで 
事業収入額 （A） 円 

費目名 R4年 7 月 R4年 8 月 R4年 月 R4年 月 R4年 月 R4年 月 合  計 

① 電気代（円） 110,000 155,000     265,000 

② 水道代（円） 25,000 40,000     65,000 

③ ガス代（円） 7,000 9,500     16,500 

④ 燃料費（円）        

①～④ 合計   346,500   円（内供用分    81,500   円） 

上記の電気代、水道代、ガス代及び燃

料費は、住居又は給付金の対象外の業

種との共用であるか 

共用である  □ 共用ではない □ 
一部が共用  □ 

( 費目名: 水道代、ガス代 ) 

⑤ 算定対象経費（①～④合計×１／２） 

※ 住居又は給付金の対象外の業種との共用

の場合で明確な区分ができないときは、区

分できる電気代、水道代、ガス代及び燃料

費の額の２分の１の額と区分できない電気

代、水道代、ガス代及び燃料費の額の４分

の１の額の合計額  

 

１５２，８７５ 円 

✔ 

添付の領収書又は請求書若しくは利用明細の

写しの内容と年月・金額が一致すること。 

消費税込みの金額を記入すること。 

一部費目が共用である場合はここにチェック 
    ↓ 
共用である費目の合計額を①～④合計額右の（）に記入 
    ↓ 
⑤算定対象経費は  

「共用ではない費目の 1/2」+「共用である費目の 1/4」 

全費目が共用である場合はここにチェック 
    ↓ 
①～④合計額と同じ額を右の（）内に記入 
    ↓ 
⑤算定対象経費は①～④合計額の 1/4 

上の表の事業者区分ア～エの 

該当するものに○ 

↓ 

事業収入額の判定対象とする年 

または期間を記入           

判定対象とした年または期間の事業    

収入額を記入 

※事業者区分がエの場合は月平均額 

上の表に定める額に満たない場合は

対象外となります。   

この給付金積算内訳書は、初回申請・２回目以降申請共通です 記載例 

【共用あり】 

 

 



注 燃料費は、ボイラー、ストーブ等により熱を得るための燃料費に限る。 

⑥ 他市町村給付決定額 

※ 令和４年度に他市町村からこの給付金と

同様の目的及び同様の経費により算定され

た給付を受給している場合の給付決定額 

０ 円 

⑦ 給付申請額（⑤－⑥） 

※ １個人事業者等当たりの令和４年度の給

付金の合計額の上限額は１００万円 

※ １，０００円未満切捨て 

１５２，０００ 円 

他市町村でこの給付金と同様のものを 

受給している場合は記載してください。 

給付金の上限額は１００万円となっています。 

２回目以降に申請される際は、先の給付額と併せて、 

１００万円を超えないようにご注意ください。 

例 １回目の申請で 50万円を受給済みの場合 

１００万円 － ５０万円 ＝ ５０万円 ← 受給可能額 

２回目の算定対象経費が 70万円となっても 

給付申請額は５０万円となる 

※７０万円－５０万円＝２０万円←この分は対象外です。 



別紙 給付金積算内訳書 

１ 事業収入額 

 

 

２ 給付金積算額 

水道光熱費 

次のアからエまでの区分に応じ、黒潮町商工事業者等経営支援給付金事業実施要綱第２条各号に掲げる業種

に係る売上額が次に定める額以上の個人事業者等 

事業者の区分 事業収入額 

ア 令和２年１月１日以前に起業した個人事業者等          令和元年又は令和２年の事業収入の額が１５０万円 

イ 令和２年１月２日から令和３年１月１日までに起業

した個人事業者等 

令和３年の事業収入の額が１２０万円 

ウ 令和３年１月２日から同年９月 1 日までに起業した

個人事業者等 

起業した月から連続する１２箇月の事業収入の額が

９０万円 

エ 令和３年９月２日から令和４年４月１日までに起業

した個人事業者等 

起業した月から令和４年８月までの事業収入の額が

月平均５万円 

事業者の区分 

ア ・ イ 令和 ２ 年 事業収入額 （A） ２，５００，０００ 円 

ウ ・ エ 
令和  年  月から 

年  月まで 
事業収入額 （A） 円 

費目名 R4年 7 月 R4年 8 月 R4年 月 R4年 月 R4年 月 R4年 月 合  計 

① 電気代（円） 110,000 155,000     265,000 

② 水道代（円） 25,000 40,000     65,000 

③ ガス代（円） 7,000 9,500     16,500 

④ 燃料費（円）        

①～④ 合計   346,500   円（内供用分           円） 

上記の電気代、水道代、ガス代及び燃

料費は、住居又は給付金の対象外の業

種との共用であるか 

共用である  □ 共用ではない □ 
一部が共用  □ 

( 費目名:       ) 

⑤ 算定対象経費（①～④合計×１／２） 

※ 住居又は給付金の対象外の業種との共用

の場合で明確な区分ができないときは、区

分できる電気代、水道代、ガス代及び燃料

費の額の２分の１の額と区分できない電気

代、水道代、ガス代及び燃料費の額の４分

の１の額の合計額  

 

１７３，２５０ 円 

✔ 

添付の領収書又は請求書若しくは利用明細の

写しの内容と年月・金額が一致すること。 

消費税込みの金額を記入すること。 

全費目が共用ではない場合はここにチェック 
    ↓ 
⑤算定対象経費は①～④合計額の 1/２ 

上の表の事業者区分ア～エの 

該当するものに○ 

↓ 

事業収入額の判定対象とする年 

または期間を記入           

判定対象とした年または期間の事業    

収入額を記入 

※事業者区分がエの場合は月平均額 

上の表に定める額に満たない場合は

対象外となります。   

この給付金積算内訳書は、初回申請・２回目以降申請共通です 記載例 

【共用なし】 

 

 



注 燃料費は、ボイラー、ストーブ等により熱を得るための燃料費に限る。 

⑥ 他市町村給付決定額 

※ 令和４年度に他市町村からこの給付金と

同様の目的及び同様の経費により算定され

た給付を受給している場合の給付決定額 

０ 円 

⑦ 給付申請額（⑤－⑥） 

※ １個人事業者等当たりの令和４年度の給

付金の合計額の上限額は１００万円 

※ １，０００円未満切捨て 

１７３，０００ 円 

他市町村でこの給付金と同様のものを 

受給している場合は記載してください。 

給付金の上限額は１００万円となっています。 

２回目以降に申請される際は、先の給付額と併せて、 

１００万円を超えないようにご注意ください。 

例 １回目の申請で 50万円を受給済みの場合 

１００万円 － ５０万円 ＝ ５０万円 ← 受給可能額 

２回目の算定対象経費が 70万円となっても 

給付申請額は５０万円となる 

※７０万円－５０万円＝２０万円←この分は対象外です。 



様式第２号（第６条関係） 

 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金に係る誓約書兼同意書 

 

私は、黒潮町商工事業者等経営支援給付金の申請に当たり、令和４年度中の黒潮町商工事業者等経

営支援給付金に係る下記の誓約事項を誓約し、同意事項に同意します。 

 

記 

 

１ 誓約事項  

黒潮町商工事業者等経営支援給付金の受給後においても、黒潮町商工事業者等経営支援給付金の

給付申請に係る事業所又は店舗の事業を継続することを誓約します。 

 

２ 同意事項 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金事業実施要綱第３条第６号に規定する町税等の納付について

確認するため、町長が私の次の町税等の納付状況を調査することに同意します。 

（１） 町民税 

（２） 固定資産税 

（３） 軽自動車税 

（４） 特別土地保有税 

（５） 国民健康保険税 

（６） 介護保険料 

（７） 後期高齢者医療保険料 

（８） 保育料 

（９） （１）から（８）に附帯する延滞金及び督促手数料 

 

 

 

令和 ４ 年 ９ 月 １４ 日  

 

黒潮町長 様 

 

申請者 住所又は所在地 黒潮町佐賀 1092番地 1 

                    氏名又は法人名 くろしお商店            

法人代表者名  黒潮 太郎  

 

※氏名又は法人代表者名は、自署又は記名押印により記入してください。 

 

 

黒
潮 

自署による場合は、押印は不要ですが、

パソコンやスタンプ等による記名の場合

は押印が必要です。 

記載例 



様式第３号（第６条関係） 

令和 ４ 年 １１ 月 １４ 日  

黒潮町長 様 

 

申請者 住所又は所在地 黒潮町佐賀 1092番地 1 

                    氏名又は法人名 くろしお商店 

法人代表者名  黒潮 太郎 

連絡先電話番号  0880-55-1234                       

 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金給付申請書（２回目以降） 

 

黒潮町商工事業者等経営支援給付金（以下「給付金」という。）の給付を受けたいので、黒潮町商工事業

者等経営支援給付金事業実施要綱第６条第２項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

１ 給付金給付申請額       １７３，０００ 円 

２ 給付金申請額の算定期間   令和 ４ 年 ９ 月分 ～ 令和 ４ 年１０月分 

３ 振込先（希望する振込先のチェック欄（□）に『✓ 』を入れて、必要事項を記入してください。） 

□ （１） 初回の給付金の振込先 

□ （２） 給付金の振込先を変更 

変更後の給付金の振込先 

金融機関名 〇〇 
銀行 信用金庫 

農協 漁協 
○○ 

支店 支所

出張所  

口座の種類 普通 ・ 当座 口座番号 ６ ５ ４ ３ ２ １ ０ 

ふりがな くろしお たろう 

口座名義 黒潮 太郎 

注 口座は、申請者名義の口座に限る。 

４ 添付書類 

（１） 給付金積算内訳書（別紙） 

（２） 令和４年７月から同年１２月までの間で、給付金の額を算定した月の電気使用料、水道使

用料、ガス使用料、燃料費費用が分かる領収書又は請求書で請求の内容が分かるものの写し 

（３） 給付金の振込先を前回から変更する場合は、申請者名義の預貯金通帳の写し 

（４） 申請者が個人事業者の場合は、運転免許証、健康保険証又はマイナンバーカードのいずれ

かの写し 

（５） 令和４年４月１日において町の住民基本台帳に記録されている者で、令和４年度に事業所

の在る他市町村から、この給付金と同様の目的及び同様の経費により算定された給付を受給

している場合は、その給付の決定が分かるものの写し 

（６） その他町長が必要と認める書類 

✔ 
前回申請時の振込先から変更がない場合は

（１）にチェック、変更がある場合は（２）に 

チェックして変更後の振込先を記入 

 

別紙内訳書の 

⑦給付申請額を記入 
給付金の額を算定した月（別紙内訳書の

給付金積算額の記入がある月）を記入 

記載例 


